コールドチェーン高度化開発普及協議会
第1回技術専門委員会議事録（案） 
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議事事項

・議題：技術専門委員会確認事項の説明（準備委員）

1． 今年度全体スケジュールの説明（準備委員）、

2． 出席者自己紹介

3． ワーキンググループについて

4． 次回会合までの宿題の確認：第2回技術専門委員会（11月20日予定）の予定、実行計画
議  事                                                                     

・開会　定刻に出席者から宮尾委員が司会役に推され、理事役員はじめ16名出席のもと開会した。
・議長に鈴木　徹会長がなり、議事を進行
理事・技術専門委員が自己紹介と本会に対する専門事業分野の目標、実施計画案と作業分担、年間スケジュールの具体化等討議
討議事項

１．確認事項：今年度活動のメイン目標は次年度の具体的な活動計画の作成を優先する。(技術対策促進事業―昨年度公示期間の例)
２．年間スケジュールの具体化討議
次年度補助金申請時期に間に合うよう実績報告書（4月8日締切）の印刷原稿は3月中旬と想定している。

実施事項(スケジュール)の確認：報告書作成提出　3月まで時間が限られているので　報告書作成を見据えた活動が必用
公開セミナーを2月7日までに実施する。
補助金の関連で事業者団体へのヒアリングの要望がある。
次回11月10日フォーマットの共有化、第3回　12月
第2回技術専門委員会（11月10日予定）の予定、実行計画
３．自己紹介：

技術専門委員会は議長の司会進行のもとで理事および委員、オブザーバーが車座に各自プレゼンテーション　と質疑を行った。主な発言内容は下記の通り(発言順)であるが、議事録としては成果報告としてまとめた

1． コールドチェーンの機器・システムに関する技術情報調査
○ユーザーサイド：（冷凍食品協会）でも店舗でのショーケースの使い方の実態は調査できていない、例えば夜間ショウケースの照明を消したり、保温用カバーをかけたりしている。家庭での冷凍冷蔵庫の使い方も高機能性装備が有効に使われているか実態がつかめない。例えばオゾン等の鮮度保持等、コールドチェーンでは生産から物流まではシステム上所定温度で管理されているが、末端特に家庭でシステムは途切れている。家庭用冷凍食品は電子レンジ解凍が急速に普及しているが、誤った取り扱いによる事故（火災）が起きている。家電メーカーとの協議を進めている。
冷凍食品の賞味期限と使用冷蔵庫の性能、使い方（扉の開け閉め）、冷凍保管温度、容器などの消費者の理解不足があり、賞味期限の日付切れで無駄に廃棄されている食品が多いはず（これも事態調査は協会でも難しい）。

○冷凍機・設備メーカー（冷凍機）国内需要は数社の得意分野で住み分けている。冷凍機の性能は向上していてユーザーの要望にこたえられるが、国際的な価格競争力が課題である。国内は現状では成熟市場で海外進出に成長がかかっている。（設備メーカー）はトータルエンジニアリングを目指しえいる。農畜産分野での冷凍冷蔵設備を取り扱っている。地方特産品、野菜・米の冷蔵貯蔵などを受注している。、立体倉庫、物流センター等の実績もあり、コールドチェーンの設備機器は冷凍機、エンジニアリングも含め現有技術でも対応できると考えられる（ユーザーの食品の品質評価が科学的に計測できない）。貯蔵品の品質が問題になり、機器生産だけでは対応しきれないが、ユーザー情報はまとまっていない。本協議会はその手掛かりになるかもしれない。真空冷却機、差圧冷却機など装置開発に取り組んでいる。低温を使う上での付加価値が何であるかを知りたい。
【課題：日本の冷凍機器技術の現状の総合的評価・分析が必要か？　得意分野、弱点、補強、特異性等。コールドチェーンとして総合力を発揮するための仕組みとは？

２．コールドチェーンの関連団体
監督官庁（農林水産省、国土交通省、厚労省）

協会（日本冷凍食品協会、食品産業センター、冷蔵倉庫協会、低温物流団体）

冷凍機メーカー

エンジニアリング（設備、工場設計）

食品会社（冷凍食品メーカー、冷蔵食品メーカー、惣菜加工業者、菓子業者、パン麺類業社）

食品流通業者（卸・問屋、市場・集荷場、保管貯蔵業者、配送業者）

外食、給食会社

食情報業者（品質、衛生検査所）
農畜水産物生産者（農家、漁業者、食肉業者、乳製品業者、飲料業者）

ぐるなび総研（高井陸雄先生）

【課題：モデル事業として調査範囲の絞り込み、ヒアリング、調査が必要か？】
3． コールドチェーン像～現状と理想～
（現状）冷凍食品業界関連ではー18℃を基準としたコールドチェーンが生産（原料処理を含む）から卸まで設備はほぼ整備されているものの、トレーサビリティーの実態調査も行われているが、現実には流通段階での昇温があり、品質低下をもたらしている。小売店、外食店・大手ユーザーでの実態は不明。解凍法が大きな問題として残っている。

農産物、野菜・果実の低温流通も整備されているが、消費者に品質向上の付加価値が見えていない。真空冷却法は日本からの海外進出はない。

水産物はマグロが超低温コールドチェーンで成功したことは大きな意義がある。漁船で超低温が維持されていても陸上に上がると昇温が見られ、折角の長期の低温エネルギーが無駄にされているような事例がある。水産物は低温にするほど高品質が維持できることは間違いのない事実と認識して良い（この原理に反する事例はない）。食肉とは本質的に違う。現在のコールドチェーンは一部の保管米などを除き市場原理で動いていると思われるが、規制、事業者のモラル、最適コスト、国際的競争力など調査が必要である。
(理想)

これからの課題であるが、これまでの生産者の都合、利益のためのコールドチェーンから川下、消費者のニーズからのコールドチェーン像を描く必要がある？

4． 温度帯別コールドチェーン

現在の冷凍、冷蔵という温度帯だけでなく、冷蔵食品が流通段階で一時的に凍結され、品質を保存する複合的な方式が食材資源の有効活用、ロス削減、に有効ではないかとの提言があった。
外国（イギリス、ドイツ等）あるいは畜肉業界などでは普及している。クリスマス商材のように貯蔵期限が想定されているものは従来通りの低温は不要で、品質と保管温度の見直しが必要である。

５．流通する食品の種類による課題の明確化

冷凍食品も食品衛生法の規制があるが、‐18℃がどうしても必要なのか、－16℃でも良いのかなどはまだ未解決であり、冷凍食品でも種類によって品質保持のための温度は異なっているが現状では一率で流通している。

水産物の超低温の有効性と品質保持期間は魚種によって異なり、興味はあるが難しいい問題かもしれない。

【出席者の主な発言（要約）】
○鈴木会長
全体のスケジュール案、所属する団体のコールドチェーンとのかかわり、保有技術、何ができるのかなど

昨年度ロードマップ作成の議論の過程で、　資源利用の効率化、鮮度保持・日持ち向上を図ることによって現状の廃棄物を削減していこう、それが自給率向上につながるだろう。何か手段が何かないのか
1つとして低温を使う、現状では無駄はある？２１ページ、品質の評価指標確立されていない、冷凍装置の性能評価指標、
氷結晶小さいと品質が良い？科学的根拠が明確でない。凍結速度、賞味期限なども科学的根拠の見直しが必要。消費者に“冷凍技術の真実”を訴える必要がある。
そのためにはコールドチェーン技術の最適化が重要な取り組み課題と考えている。
現状の問題点を抽出する。インパクトがある提案と受け止められたが、チルド流通食品をある段階で凍結して流通する。レイチルの逆があっても良い。複数の冷凍温度での冷凍加工・流通、冷蔵加工・流通、複合化複数走っている将来像も考えられる。複合乗換え　温度帯の複数化
冷凍機の性能評価、脱水凍結野菜、凍結反応物質、凍結保護物質、過冷却等
水産物：　‐４０℃以下での流通　レストランでの冷凍の利用？の実態を調査する。
○荒木副会長
コールドチェーンとのかかわりは相良研究室で凍結乾燥の研究、青果物の利用、

インドネシアに留学した経験で、冷蔵庫がない熱帯の国で生鮮農産物、青果物、生鮮食品のロスが非常に多いことに興味を持った。インドネシアでもコールドチェーンが必用？今日出席の学部4回生の村上さんが卒論でコールドチェーンをテーマにしているので全体計画と整合させたい。ヒアリングをフィールドワークとして参加させたい。（宮尾委員）凍結乾燥は検討課題２としてに組み込まれている。第1は凍結食品、第3は冷凍保存食品の品質評価、第4は保冷機器
○山本理事
37年年間冷凍食品会社に勤務、3年間日本冷凍食品協会。冷凍食品勧告の少し後から冷凍食品に関係している。冷凍食品は勧告以降順調に成長し、それなりに消費者の支持を得てきたが、最近10年ほど少し様子が変わってきた。消費者の安全意識から冷凍食品の成長も横ばいになっている。
残念ながら消費者は日本の安定的に豊かで安全な食生活がいろいろな技術に支えられその中に冷凍技術があることを理解していない。協会としては広報活動の方向を変えたいと考えている。従来おいしい、便利というアピールの仕方から急速凍結によって凍結前の状態が保たれているので安全、栄養価は保持されている。自給率が低い状況では消費者の意識が問題。厳しい状況として生鮮食品の扱い、長期保存の意識が薄くなっている。
さらに、協会のヒアリングでも消費者の立場によって様々な意見があり、また、会員(メーカー)の中の意識も異なる。冷凍食品はお惣菜を作っている産業であり、工業製品とは違い一律に取り扱うことは難しい。

会長提案のチルド、冷凍乗り入れは畜肉では日本でも使われている。イギリスではチルド・凍結で保存期間が併記されている、ドイツでは法律で既に行われている。
（杉山委員）家庭では賞味期限の意識も正しく伝わっていない（開封後もそのまま有効）。

（山本理事）長らくホームフリージングは難しいと広報していたが、最近は少し変えている。冷蔵庫の性能も昔とは違う。賞味期限が過ぎると捨ててしまう（安全性の意識）。（会長）セカンドハーベスト協会でも知識不足、サポートが必用。
○杉山委員

専門はおいしさ・品質を測る(計測)こと。それだけでなく情報の流通が必用ということに気がつき研究している（情報流通）。

食品中の氷結晶を３次元で見る装置を開発した。最近は食品成分の可視化（２次元）装置の開発。情報研究では青果物のデーターベース構築し運用している、無料で開放（８年ほど）。品目は１万３千程。産地側での生産情報が主、品質そのものの情報は自由書き込み。魚は福田先生と１緒にやっている。
登録すると　８桁の番号が与えられる。イオン、ヨーカドウ（PB商品）などで利用されている。（会長情報の正しさの保証は？
コストがかかるので、登録者の責任にしている。提供情報の正しさ（誠実さ）の目安としては初回、登録更新日、登録回数、有効期限など。生産物の履歴が表示されていない。

農産物で消費者が求めている情報は何か？　スーパーでテストした。情報の添付の有る無しで販売状況を比較した。この調査では産地の情報が効果があることが判った。

生産者は売れることに直結する情報（エビデンス）を欲しがっているがまだ分からない。面白い、役立つことから選択している。
○渡辺委員：マグロの生鮮、冷凍の情報提供の実験でおいしさの評価には「冷凍」はマイナスイメージが強い。

（杉山委員）情報は受け取り方が違う。同じ情報でも（例えば農薬の散布回数等）発進者によっても受け取り方が違う。

（福田委員）：６次産業、水産物（たとえばサンマの脂）の情報、生産者、消費者、流通者にとって得なことに違いがある。

（山本理事）情報は見もしない消費者が多い、「必要としますか？」とのアンケートでは必要、義務付ける必要があると答える。消費者に届ける情報は理解できるように伝えることが必要である。
○末松理事代理：
会社の事業の説明；会社は主に農畜産分野での冷凍冷蔵設備の生産販売、関連機器ではー８０℃冷蔵庫、真空冷却設備、立体自動倉庫、配送センター等真空冷却の海外進出はない。

○中村理事：
ユーザー対応では低温の利用の仕方が変わってきているとの印象を感じている。

性能と品質の関わりは分からない。

（会長）品温は低いほど品質は良い。低い方に持って行く時装置メーカーの対応はどうなるのか？コスト的、エネルギー消費から限界があるのか？
（山本理事）消費期限との兼ね合いで、短期間で良いということであれば温度を上げることも現実的な取り扱いかもしれない。
（渡辺委員）ヨーロッパでは畜肉が主ということもあるが温度を上げようという動きがあることを留学時に感じた。クリスマス商品などは保存期間が限定されている。

（福田委員）水産物では非常に難しい。食品エネル―ギーのかたまり、エネルギーの実態は明らかではない。エネルギーの評価基準も１つの切り口かもしれない。
（篠崎委員）製造工程の低温化？作業者にとっては低すぎる。

洗浄後の乾燥、冷却方法と保管方法、保管物の廃棄の基準　方法、アジアへの技術移転　長期的な展望で
○渡辺委員：蒸発機の冷媒を大学で、冷凍機の性能、開発過程でもベロメーターで判断、食品の品質評価ができないと冷凍機の評価もできない。ＬＣＡ　環境影響、１次産業のＬＣＡが独立

（会長）検討段階ではいろいろ分野まで議論したが、とりあえずはコアの部分から始める、家電、業務用冷食等、

（山本理事）協会として家電メーカーとの取り組みを検討している。電子レンジの事故がかなり起きていることや、家庭用冷蔵庫の性能も大きく向上していることに対応して取扱方法や期限の説明方法も検討するため。業務用冷凍食品で環境対応機器がどのように活用されているか実態は不明。
○福田委員：
すり身とかまぼこの関係、かまぼこのミオシンが冷凍でも研究課題にしている。
あったかいところの魚冷凍に強い、寒いところでは冷凍に弱い。

－40℃では極めて安定。教科書に合わないことも多い；氷結晶の大きさ：膜構造が安定化していれば氷の大きさは余り関係ない。氷の影響が出やすい条件がある。－18℃は肉の話？超低温ができたおかげで、水産は特に恩恵を受けている。死後の生化学変化、凍結状態でも起きる。ＡＴＰは残っている。鮮魚でできないことが凍結でできる？マグロ船では超低温でも陸揚げで温度が上昇している。長期間の冷凍エネルギーが無駄になっている。

（会長）　魚では冷凍の誤解が多い？魚はかなり品質が違っても値段が変わらないことも消費者不満、魚は－30℃位にしたい

○白石委員：　北大低温研短期留学での低温顕微鏡、食品が凍っている状態でなにが起きているかに興味を持っている。コールドチェーンのパネルディスカッション（2年間）、準備は難しい。
○宮尾委員
会社での冷凍食品の取り扱いはまだ少ない（業務用２億円の規模）。本活動に大きな興味と関心を持っている。
○相良先生
ロードマップ作成委員会　委員長、２段階まで、その後細分化が進められて、取り組みが難しくなっている。そこで余りこれにこだわる必要はない。大きいテーマで取り組んだ方が良い

報告書作成は常に意識しておくこと。
社会的な役割、国際的な視点（カロリーベース４０％）　安心安全、検査体制、社会的な動向、高齢化少子化、消費者対応、省エネと環境対応　ヒートポンプ等に注目。冷凍技術そのもの：新しい要望

解凍技術　これはというものが未だに無い。凍結の温度依存性と品質の問題。過冷却の制御　超急速技術への応用。個別技術を組み合わせたトータルエンジニアリングｈが必用、例えばヒートポンプ機器が開発されてもそれだけでは食品企業に普及していいかない　熱交換器との組み合わせ。調査研究：川上川下　消費者に近い川下からの調査。外食、飲み屋など末端での調査、こういう技術開発が必要とされている。
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